
（第 ３ 期）

 貸　 借　 対　 照　 表

（平成２８年３月３１日現在）

旭化成賃貸サポート株式会社

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 409,073,870     )

  流　動　資　産 995,623,015   流　動　負　債 409,073,870

現 金 及 び 預 金 66,800,101 未 払 費 用 166,830,769

売 掛 金 17,245,889 未 払 法 人 税 等 86,477,405

前 払 費 用 1,164,322 未払住民税及び事業税 34,122,800

未 収 入 金 525,350 未 払 消 費 税 等 8,796,500

立 替 金 14,894,628 前 受 金 14,405,074

短 期 貸 付 金 877,857,293 預 り 金 36,894,322

繰 延 税 金 資 産 31,028,138 賞 与 引 当 金 32,539,000        

貸 倒 引 当 金 △ 13,892,706 デ フ ォ ル ト 引 当 金 29,008,000        

  固　定　資　産 58,806,575 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 645,355,720     ）

16,227,231 　株　主　資　本 645,355,720     

建 物 11,227,485 資 本 金 50,000,000        

工具、器具及び備品 4,999,746 利 益 剰 余 金 595,355,720       

繰越利益剰余金 595,355,720       

うち当期純利益 268,422,654       

15,808,918

ソ フ ト ウ ェ ア 15,808,918

26,770,426

長 期 前 払 費 用 1,493,335

差 入 保 証 金 25,030,000

繰 延 税 金 資 産 247,091

資　産　合　計 1,054,429,590 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,054,429,590   

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産



（第 ３ 期）

 個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リ-ス資産を除く）･････建物は定額法、建物以外は定率法

（２）無形固定資産（リ-ス資産は除く）･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
                                          その他の無形固定資産は定額法

（３）リ－ス資産･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
                     リ-ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
                     なお、リ-ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引の内、
                     リース取引開始日が企業会計基準第１３号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については
                     通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２．引当金の計上基準

（１）賞与引当金･････賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上している

（２）貸倒引当金･････債権の貸倒による損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、
          個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

３．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理方法            消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（２）連結納税制度の適用                連結納税制度を適用している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当該事業年度の末日における発行済み株式の総数             普通株式･･････１０００株

（関連当事者との取引に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はございません。

属性 会社名 議決権等の所有割合 勘定科目
期末残高

（百万円）

関連会社 旭化成（株） 100% 短期貸付金 878

関連会社 旭化成（株） 100% 未払費用 151

関連会社 旭化成（株） 100% 未払法人税等 86


